
１ 

国際戦略総合特区における新たな提案を行います 

内閣府では、国際戦略総合特区における「新たな規制の特例措置」に係る提案

の受付を行っています。本日、愛知県が事務局を務める国際戦略総合特区「アジ

アNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」として、下記のとおり、本県から２件

を提案することとしましたのでお知らせします。 

記 

≪提案項目≫ 

  愛知県の提案２件 

NO. 提案県 提案項目 

１ 愛知県 航空機部分品等の不適合品処分時における手続の規制緩和 

２ 愛知県 航空機部分品等の譲渡手続の規制緩和 

※提案の内容については、裏面の「提案の内容」参照。 

平成31年３月22日（金） 

＜国際戦略総合特区に関すること＞ 

愛知県政策企画局企画課 

企画第三グループ 

担当 石田・山本 

内線 2316、2317 

ダイヤルイン 052-954-6091 

＜愛知県の提案の内容に関すること＞ 

愛知県産業労働部産業振興課次世代産業室 

次世代産業第一グループ 

担当 林・伊藤 

内線 3391、3365 

ダイヤルイン 052-954-6349



２ 

≪提案の内容≫ 

１

愛知県提案 航空機部分品等の不適合品処分時における手続の規制緩和 

・ 国内において製作することが困難と認められ、免税で輸入した航空機部分品等のう

ち、不適合品については、産業廃棄物として廃棄する場合には事前に所定の届出書を、

金属屑として売却処分する場合には事前に所定の申請書を、ともに所管の税関に提出

する必要がある。 

・ この届出書や申請書の作成事務を行うには、専門知識を有した職員が必要であり、

輸入当時の書類を調査して納税額を計算する等の多大な事務が発生する。 

・ 免税で輸入した航空機部分品等の不適合品については、製造上のロス（手続なしに

廃棄や売却が可能な端材等）とみなして、社内帳簿等により、産業廃棄物として廃棄

又は金属屑として売却処分したと確認できる場合は、事前届出・事前申請とも不要と

する。これにより、不適合品の処分が容易となり、事務コストの削減につながる。

関係法令：関税暫定措置法第４条・第10条、関税暫定措置法基本通達10－１・10－２ 

２

愛知県提案 航空機部分品等の譲渡手続の規制緩和 

・ 国内において製作することが困難と認められ、免税で輸入した航空機部分品等につ

いて、航空機製造メーカーが、免税のまま航空会社に譲渡するには、その都度、譲渡

前に、所管の税関に対し、所定の届出書を提出する必要がある。 

・ 航空機製造メーカーは、完成した航空機を航空会社に納品した後、アフターサービ

スとして、納品した航空機に修理・交換等が発生した際に、航空会社に対し部品を提

供するサービスを行うが、緊急時には、24時間以内の部品の提供を求められる場合が

ある。しかし、事前の届出を行った上での24時間以内の部品の提供は、時間の制約等

により難しいケースも想定される。 

・ 免税で輸入した航空機部分品等について、航空機製造メーカーが免税のまま航空会

社に譲渡する場合の届出について、現行の事前の届出から事後の届出に改正する。こ

れにより、航空機製造メーカーは、航空会社からの求めに応じ、確実かつ迅速に部品

を提供することができる。

関係法令：関税暫定措置法第４条・第10条、関税暫定措置法基本通達10－１ 



３ 

【参 考】 

〇 「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」について 

「アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区」は、欧米先進地域と肩を並

べ、アジア等新興国の追随を許さない航空宇宙産業の一大集積地の形成を図る

ため、総合特別区域法に基づき、平成 23 年 12 月に国から指定を受けた国際戦

略総合特区です。 

国際戦略総合特区は、先駆的取組を行う実現可能性の高い区域に国と地域の

政策資源を集中させ、我が国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の集積拠

点を形成するものであり、本特区では、規制の特例措置や税制上の支援措置、金

融上の支援措置など国の各種の支援措置を活用しながら、ボーイング 787 等量

産事業、ボーイング777Ｘ開発・量産事業、ＭＲＪプロジェクト事業、宇宙機器

開発・供給事業などの事業を推進しています。 

なお、本特区は、平成 31 年３月 22 日現在、愛知県、岐阜県、三重県、長野

県、静岡県内の100地区が区域指定されています。

〇 内閣府による国際戦略総合特区における新たな規制の特例措置に係る提案の 

受付について

 １ 提案募集の趣旨、対象 

   内閣府が、総合特別区域法第 10 条に基づき、国際戦略総合特区の目標を達

成するために必要となる「新たな規制の特例措置」に係る提案の受付を行うも

の。提案の対象は、関係省庁との間で早期に協議し、事業等へ着手することが

必要な項目等。 

 ２ 今後の予定 

   提案後は、内閣府の調整の下、地方公共団体と関係省庁による協議が行われ、

平成31年８月末を目途に内閣府から協議結果の公表が行われる予定。 


